














商業者 開廃業の具体相一 『北 国新聞』(1939年)「 寸描立志伝」 を素材に一
「商業者交名簿」 の概要一1894・95年 の商業者数な ど一一
廃業率 ・開業率 ・代替わ り率
(1)概 要




本稿 は,1894・95(明 治27・28)年 度の金沢市 「商 業者分賦等級 別交名簿」(以 下,「 商業者
交名簿」 または 「交名簿」 と略記)等 に基づいて,明 治中期の同市 における商人の動態を分析す
ることを課題 とする。
日本において中小商業 が本格的に研究 される ようになったのは1930年 代であ り,以 後現状分
析的な研究が継続 されて きた。そ して1990年 代以降の長期不況の なかで,と りわけ地方都市 に
おいては随所 に商店街の衰退がみ られるようにな り,こ れは今後,少 子化の加速,人 口減少 によ
り一層進行す ると予想 されている。 またわが国全体 として企 業 ・事業所 の廃業率が開業率 を上回
る事態が製造業 ・小売業を中心 に現 出 し,こ んにちの現状分 析的な中小企業研究や商業学研究に
おいては,こ うした開廃業 をめ ぐる問題はホ ットな研究課題 となっている。
翻 って中小小売商の歴史的実態 は,比 較的最近まであま り顧み られることが多 くなか ったが,
近世 日本史研究 においては江戸 を中心 とした都市史研 究 とも関連 して,ま た近代 日本経済史の分
野で も,産 業史や流通史の視点か らの個別経営史的研究に止 まらず,戦 前 日本にお ける在来産業
や第三次産業の高い比重 という指摘 に関心 を喚起 されて,商 業者の数量的分析 や特定時期の商業
者の動態を把握せ んとす る研究な どが現れつつある(1)。しか し近代 に限っていえば,資 料的制約
もあって零細業者 を含めた業者数の動向や現在関心が寄せ られてい る開廃業率の動 向といった基
本的な点 を含めて,ま だ広大 な未開拓の領域が存在 しているように思われ る。
筆者 はこうした研究の現状 のなかで,近 代 日本都市史研究の一環 として,明 治期金沢市 におけ
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る商 業構 造 の分 析 を試 みつつ ある。本稿 は,1895年 時点 にお ける同市 商業 の地域 ・業種 ・規
模 ・性別の視点か らの分析 を行 った前稿 をふ まえて(2),94年 ・95年 の比較 によってその動態の
解明を試みる。す なわち商業者の開廃業の程度やその要因,店 舗 や規模 の移動 な どに関心 を向け
る。
1890年 代半 ばの金沢 は,近 代初頭以来続 いていた長期 の人口減少 ・都市衰退過程 の末期 であ
り,そ の後の発展 も緩慢 なものであった。上記の ようなごんにちの地方都市 における商店街の衰
退の進行 を念頭 にお くとき,中 小商業の動態の歴史的な検討 は,こ んにちの中小商業 をめ ぐる問
題の歴史的位置を確認 し今後 を展望するうえで も一定の意義 をもっていると考 えられる。
もっとも本稿の試 みは連続 したわずか2年 のデー タの比較 によるきわめて限 られた動態分析 で
あ り,長 い時間的経過の中におけるほんの一一瞬の動 きを手掛か りとするに止 まる。そこか らどこ
まで明治中期金沢の,さ らには近代 日本 の商業のダイナ ミズムや商業者の特質 を捉 えるこ とがで
きるか,こ れが本稿 の課題である。
は じめに明治中期 の金沢の状況 につ いて簡単に説明 してお こう。 この時期の同市 には,廃 藩以
来なお多数の旧加賀藩士士族が居住 していた。明治初期 に金沢 の人 口の約4割 は十族であ った
が,そ の後金沢の都 市衰退 とともに1890年 代半 ば頃 まで と くに十族の他地域へ の流 出が進ん
だ。そ して 日清戦後以降人口が底 を打 ち市勢が上向 きになるとともに士族の流出 もほぼ終息 した
が,そ れで も明治後期 に士族 の本籍 人口割合 は約3割 に上っていた(3)。こうして1890年 代後半
以降は市内の旧加賀藩士士族 もそれな りに安定 した生活 を得 られた と推定されるが,そ れ まで士
族 は官員 ・市吏員 などの公務職以外 に安定 した職 を見いだし難 く,商 業に参入 しては失敗す る者
もきわめて多か った(4)。もっ とも廃 藩後 商業経営 に参入 して成功 した士族 もある程 度は存在 す
る(5)。しか し商業者の大半は平民 に違いな く,ま たその多 くは農村部か らの流入者 ではなく都 市
内部の出身者だったと思われる。なによ りもここはまだ都市衰退の過程 にあ り,人 々を吸引する
力は甚だ弱か ったのである。
この時期の金沢の産業構造 については,羽 二重織物業な どの近代産業の発展 も本格化 してお ら
ず,近 世城下町以来の商業 と,箔 や漆器 ・友禅 など同 じく近世以来の諸工業を中心 とす る在来的
な自営商工業者が分厚 い層 をな し,雇 用労働者 も小営業主の下での 「小僧」 ・職人などが主体 で
あった(6)。
本稿 で利用す る 「商業者交名簿」に掲載 された商業者は,し たが って上級 においては都市最上
層 の有力商人であ り,最 下級 はほ とん ど都市最下層 と接続す るとい う非常に幅広 い階層に跨 がっ
ている。 そしてこの時期 の商業失敗者 の中には 「貧民」 として救護施設 に収容 される者 も少な く
なかったのである{7)。そ う した商業者の具体的 なイメージをつ かむため に,ま ず 「北 国新 聞』
(1939年)に 連載 された 「寸描立志伝」 を素材 として,ほ ぼ成功事例に限 られ るが零細商業者た




(1)1897年 以降を対象に国税営業税のデータに基づいて分析 した松本貴典 「明治大正期の日本における物
品販売業の全 国展開」(安 藤精一 ・藤田貞一郎編 『市場 と経営の歴史』清文堂,1996年,所 収),松 本
貴典 ・奥 田都子 「戦前期 日本 における在来産業 の全 国展開」(中 村 隆英編 「日本の経済発展 と在来産
業』山川出版社,1997年,所 収),両 大戦 間期東京における中小 自営商業者の動態を都市史の視点 も重
視して論 じた山口由等 「両大戦間期東京市の商業自営業者問題」(東 京大学 「経済学研究』41号,1999
年),戦 後復興という変動期における小売商業の動態を分析 した柳沢遊 「戦後復興期の中小商業者」(原
朗編 『復興期の日本経済』東京大学出版会,2002年,所 収)な どがあ り,と くに山口由等論文は,時
期と対象は異なるが都市史の視点 を重視 している点で,筆 者の問題意識 と重なっている。
(2)拙 稿 「明治 中期,金 沢市 商 業の構 造」(以 下,「 金沢 市商 業 の構造」 と略 記,『 市 史か な ざわ』7
号,2001年,所 収)。 なお,近 世後期金沢の商業については,水 上一久 「城下町金沢の職業構成」(「金
沢大学法文学部論集』哲学史学編,9号,1961年)が 文化8年 を対象 とした分析を行っている。両論文
を比べると,明 治中期の同市商業は,尾 張町 ・十間町など市内中心部に米仲買商や問屋 ・旅人宿が,笠
市町に菅笠商が集中し,ま た都市民 ・周辺農民 を顧客 とする古着 ・古道具商がきわめて数多 く存在する
など,な お近世後期の特徴 を色濃 く残 していたといえる。
(3)以 下,明 治中後期金沢市の人口動態や経済構造については,拙 稿 「金沢市 明治中後期の経済構造 と
行財政」,安 田浩 「第一次世界大戦前後の金沢市の行財政 と政治状況」(と もに大石嘉一・郎 ・金澤史男編
著 『近代 日本都市史研究』日本経済評論社,2003年,所 収)。 本稿で分析する94年 ・95年 の比較によ
る動態の うち,全 体の開廃業率 については,同 書,249～250頁 にすでに述べてある。また明治期金沢
士族の動向については,小 山隆 「士族の地域的移動傾向に就いて」(『季刊社会学』2輯,1931年),同
「婚姻を通 して見たる士族の社会」(『季刊社会学』4輯,1932年)が 得難い調査を行っている。小山は
この論文において,平 民 を主体 とする自営商工業者は店舗 を構 えるなど一定地域への定着性を要求され
るのに対 し,士 族の方が土地に対する定着性 を失ってより多 くの者が金沢から流出していったこと・ま
た士族内部では,も ともと生活水準が低い下級士族は様々な生業に従事 して土地移動性が少なかったの
に対 し,旧 平士以上の士族の方が流出する割合が高 く,明 治維新による社会的変動は旧中級以上武士の
方が大 きかったこと,士 族の優越意識 も日清 ・日露戦争 を契機に著しく衰 えてゆき,そ れに伴 って士族
同士の通婚割合 も低下していったことなどを指摘 している。 したがって金沢の商業界に参入 した士族 も
主に下級のそれだったと思われる。その若干の具体 的な事例が,田 中喜男 『わが町の歴史 金沢」(文
一総合出版,1979年)158～161頁 に記されている。
(4)そ れと符合するように,1889年 の市制施行後,金 沢市政 は主に士族層内部の対立により混乱をきわめ
るのであるが,そ れは市吏員のポス トをめ ぐる争いで もあった。そ して1890年 代後半以降市勢が上方
に反転 してゆくと,そ れまでのような士族層内部の対立が影を潜めていった(前 掲,拙 稿 「金沢市 明
治中後期の経済構造 と行財政」)。
なお,旧 加賀藩士士族が官員になった者以外は窮乏 していったことを具体的な事例により紹介 した最
近の研究 として,磯 田道史 『武士の家計簿」(新 潮新書,2003年)第5章 がある。 また前掲,小 山 「婚
姻を通 して見 たる士族の社会」 は,金 沢区裁判所保管の 「身分登記簿」(1898～1914年)に よって士族
と平民の通婚 を検討 し,士 族の職業を 「無業」「公務 自由業」「商業」「工業」「其の他」などに分類 して
いるが,「 其の他」の中には人力車夫 ・日稼が相当数あ り,ま た 「工業」では箔打職人が最 も多 く,実
際に士族がこうした下層社会特有の職業に就いていたことを示 している。
(5)前 掲,拙 稿 「金沢市 明治中後期 の経済構造 と行財政」251頁 。
(6)象 嵌細工職人であった父の死去 により金沢に帰郷 した泉鏡花が実家の家計 困難のため一・時自殺 を決意
したのもこの頃(1894年)で あった(『 新編泉鏡花集』第1巻,岩 波書店,2003年,「 解説」参照)。 な
お,も ちろん北陸の中核都市 として,金 沢市には種hの 政治行政 ・軍関係 ・教育機関が所在 し,医 師 ・
代言人(弁 護士)な どの新中間層的専門職業人も少 なくなかった(前 掲,拙 稿 「金沢市 明治中後期の
経済構造 と行財政」240^-241頁,前 掲,安 田 「第一次世界大戦前後の金沢市の行財政 と政治状況」290
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～291頁)。
(7)前 掲,拙 稿 「金 沢 市 明 治 中 後 期 の 経 済 構 造 と行 財 政 」274頁 。
1商 業 者開廃業 の具体相一 『北国新 聞』(1939年)「 寸描立 志伝 」 を素材 に一
『北 国新 聞』(1939年3月 ～4月)に 連載 された 「寸描立志伝」 の記事か ら,掲 載 された商人な
ど28名(1939年 時,飲 食店経営3名 ・工業会社経営4名 ・医師2名 を含む)の キ ャリアを一・覧
表 に したの が表1で ある。 ここにあ らわ れて いる のは,幕 末 ・明治初 期～1900年 代(明 治 後
期)に 出生 し,1939年 頃成 功 していた者 であ る。 この うち数名 の商業者 は,次 章 で分析 す る
1894・95年 の 「商業者交名簿」に登場 してお り(表1の 備 考欄),「 寸描立志伝」 の記事 と照合
す ると,た とえば後述の ように 「交 名簿」20等 級前後の商業の零細性かつ経営 の不安定性が窺
われる(谷 広喜一 ・不 島次三郎な ど)。 またこの表か ら読み取れ ることは以下の諸点である。
(1)出 身地域 は,金 沢市 内14名(推 定5名 を含 む),近 郊 町 ・農 村6名,能 登地 方 ・富 山県4
名,遠 隔地4名 であ り,市 内 ・市外各 半数 であ った。遠隔地か らの流入者 は1910年 代以後の
流入が多 く,明 治期 は大部分 の市内出身者 と若干の近郊出身者(富 山県石動 を含む)で あ り,
市内への流入は まだ限 られた ものであったことが これか らも推定 される(1)。また市外出身者で
も市 内に流入 してい きな り開業する場合 は例外的であ り(島 清之助 は来沢 とともに運送屋 を開
業 しているが,実 家 〔小松 町〕が運送屋 だ ったか ら支店開設 に近 い),小 僧 ・丁稚 な どを経て
開業 している(2)。
(2)出 身階層は,「 立志伝」であるか ら当然なが らほとん どが下層であ る。す なわち没落商家 ・
雑業層 ・貧困層が多 く,ま た幼少時に父親が死亡 した者 もめだつ。 また家業,父 親が営 む商業
の転廃業の要 因については,古 道具商 ・古着商等業種 の斜陽化や経営悪化 とい う事情が記 され
ている。
(3)続 柄 は,徒 手空拳か ら立ち上がってゆ く場合 は親の資産を継承 で きない次男以下が多い と予
想 されるが,こ こでは長男 も多い。 これは市内ない し近郊 の町場 出身者 で,継 承すべ き土地が
もともとな く,家 業の廃業,家 の没落な どのため,無 資産だったためであろ う。
(4)低 学歴。無学歴や小学校卒,小 学校 中退が多 く,学 齢期 に労働 に従事 した者 も古い時期 ほど
めだつ。
(5)自 ら商店 を開業するにいたったコースをラフに描 けば,ま ず10歳 代 を中心 に中規模 以上 の
商家 の見習い ・小僧 ・丁稚 とな り,20歳 代後半前後の時期 に見習いの際 とほぼ同業種 で,少
額の資金 により開業す るとい うパ ター ンとなろう。見習い等 として入 る商家は,商 業専業の場
合 もあるが製造や修繕加工 を伴 う商業 も多 く,そ の場合見習いなどは職人 としての技能養成 も
目的に含んでいる。 また店舗 開業の前に,行 商 ・屋台引の経験 をしている場合 もめだつ。さら
に見習い時の業種 との競合 を避けて異業種店舗 を開業する場合 もあるし,家 業手伝 いなどの う
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と推測 されるが(見 習い等の際は単身での住込が多いのに対 し,独 立 した小規模 自営商業の場
合 は妻が重要 な家族従業員 となる),記 事か らは不 明であ る。 ともあれ 日本 では比較 的最近 ま
で,経 験 と努力 によって一国一城の主たる自営業主 となるとい う上昇 コースが,高 い教育を受
けるこ とによる上昇 をめざせない人々に開かれていたのであるが(3),明 治期においてはむ しろ
こうした上昇 コース をめざす方が圧倒的多数派だったのであ り,こ こに示 された自営商業主へ
の コース こそ当時の都市 とその周辺の若者 にとって最 も一般的 な上昇 コースであった。
(6)転 業の契機 は,父 親の死亡 ・重病,自 営お よび勤務先の経営破綻 による。経営失敗 の要因は
きわめて多様 で,=金 沢市内の例 ではないが福 田義正の ように零細米屋 経営(大 阪)が1918年
の米騒動で挫折 したというケース もある。
(7)店 舗の移動 は,経 営の一定の発展 によ り都市 のよ り中心へ進出す る例 が多い。
(8)し か し安定性 を含意す る 「家業」 などとい うより,生 きてゆ くための必死の模索 というべ き
ものであ る。移動 も多いか ら,農 村社会や1960年 代～80年 代 の中小小売商業安定期(後 述)
とは異 なって,地 域社会 に根 を下ろす という具合 にはなかなか ならなかった場合が多 いと思 わ
れ る。明治中期 には町会が組織 されていない場合が多 く,近 隣関係,町 民の一体感 も商業安定
期 とは若干異 なったものであった ことが予想 される。
(9)女 性の 「立志伝」は1つ もない。この 「寸描立志伝」の記事 によれば,一 般 に女性の商業者
は寡婦か または夫 を支えるための商売 というイメージを抱 かせ る。
しか し 「立志伝」の ような叙述的な資料 は,概 ねこの時期 の零細商業者 の特徴 を示 している と
は思われるものの,若 干の個別事例にす ぎず,ま た当時の人々が有 していた認識 ない し記憶 であ
り,そ こか らは以上の ような比較的 よく知 られた,か つ ともすれば断片的な特徴 ない しイメージ
しか抽出で きない。 たとえば商業者は どの程度の割合で失敗 したのか とか,女 性 はどの程度商業
に参入 したのか,業 種 ごとの特徴は,な どには答 えて くれない。そ こで,以 上のような商人のイ
メー ジを参考 としなが ら,次 に 「交名簿」 による数量的分析 に移 ろう。
注
(1)む ろん金沢 には近世後期にも富 山県西部を含む加賀藩領か らさまざまな商人 ・奉公人が流入 してお
り,明 治期に入って もそうした傾向は基本的には継続 したであろう。なお人の移動に関して近世後期 と
明治期は連続的であったことを主張 したものとして,中 村牧子 『人 の移動 と近代化』(有 信堂,1999
年)を 参照。
(2)山 口由等は,両 大戦間期東京の自営商業において,都 市外か らの流入者 による自営業開業は少な く,
「地域経験」が何 らかの参入障壁 となっていたことを指摘 している。前掲,山 ロ 「両大戦 間期東京市の
商業 自営業者問題」12・14頁 。
(3)佐 藤俊樹 『不平等社会 日本」(中 公新書,2000年)第3章 。
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2「 商業者交名簿 」の概要一1894・95年 の商業 者数 など一
1895年 度の金沢市 「商業者交名簿」(お よび 「料理屋 税」 「飲食店税」 「待合茶屋税」の各 「交
名簿」)に ついては,す でに資料の説明 とともに,一 応の分析 を前掲拙稿 「金沢市商業の構造」
で行っているので,資 料の性格等についてはあ らためて詳述 しないが,要 するに,県 税 の営業税
が1896年 に国税 に移管 され るまで(施 行 は1897年),営 業税 のなかの商業税 や料理屋税 な どは
ここでは市会が外形標準 に より各業者への賦課歩合 を決定 したか ら,賦 課対象の業種 につ いて
は,各 業者 の外形標準 「規模」 などが この 「交名簿」 によ り判明す るわけである。そこで,複 数
年の 「交名簿」に基づいて,開 業 ・廃業 ・転業 ・店舗移転等,彼 らの動態の詳細 を分析す ること
がで きるはずである。
ところが,1896年 以前の同市 について,こ の資料 が保存 されているのは,1894・95年 のみで




男性 女性 不明 会社 ・結社 計 男性 女性 不明 会社 ・結社 計
1 19 1 2a 14 1 15
2 11 11 10 1 11
3 26 26 22 22
4 37 37 38 38
5 37 1 13 42 36 1 3 40
6 37 2 39 35 3 38
7 50 2 1 53 60 1 61
8 75 2 2 79 91 4 2 97
9 109 6 2 ill 117 5 2 124
10 160 3 32 168 196 22 102 230
-- 183 8 2 193 171 11 3 185
12 215 7 5 227 230 8 61 245
13 2Q1 14 5 220 192 18 4 214
14 338 18 31 360 284 15 s 305
15 379 26 71 413 340 24 5 369
16 331 23 5 359 316 22 3 341
17 382 25 10 417 340 25 8 373
18 X81 40 10 531 466 37 13 516
19 369 41 11 421 330 40 10 380
20 395 39 9 443 397 34 8 439
21 245 23 4 272 225 23 7 255
22 214 23 4 241 204 32 5 241
23 265 37 14 316 279 34 18 331
24 233 53 5 291 225 51 7 283
25 113 41 3 157 126 47 4 177
計 4,905 434 XO212 5>453 4,744 45$ 11711 5,330
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れは国税 として賦課された上層商人 を除外 した ものであ り,市 内のほ とん どの業種 にわたる商人
を網羅 したものではない。 したが って賦課対象 となった商業 ・サー ビス業を網羅的 に捕捉で きる
のは,こ の両年のみである。 またこの両年 も,理 髪業 ・湯屋 ・貸座席 などは,県 で統 一的な賦課
基準 を決定 していたため 「市会議案書」の中に 「交名 簿」が も ともと存在 しなかった り,商 業
税 ・雑種税 の賦課対象になっていなかったため,業 者名等 を捕捉 で きず分析の対象外 になる。 さ
らにた とえば醸造業 は工業税 の賦課対象のため,こ こにあらわれる 「酒」 「味噌」 「醤油」等 の商
人は小売 または卸売業者 のみであることに注意する必要がある。
まず表2に よ り,両 年 の等級別商業者数 などデー タの概要 を示 してお く(飲 食 店等 は後掲 表
10を 参照)。 まず商業税賦課 商業者数 は,1894年5,453名,95年5,330名 で(こ の時期 の同市
は前述の ようにまだ人口減少期であ り,賦 課商業者数 も減少傾向にあった),両 年 とも25等 に分
けて賦課 し,両 年 の各等級の1人 当た り賦課額 はほぼ同 じであ ったω。 したが って両年の各等の
外形標準 もほぼ同一一と推定 される。 とする と,両 年間に商業者数の減少 のみ ならず,1～3等 と
いった トップクラスの外形標準 を有す る商人の減少 もみ られたのである。 また同表以下,筆 者が
氏名か ら性別 を判 断 して,商 業者数 をカウ ン トしてあるが,「 不 明」 に分類 された者 も,女 性 の
可能性が高い者が非常 に多いことに注意 されたい(2)。上位等級 は男性率が非常 に高 く,下 位等級
になるほ ど女性率が高 くなること,仕 出料理屋 に男性営業者率が,待 合茶屋 に女性営業者率が非
常に高い ことな ども,拙 稿 「金沢市商業 の構造 」で指摘 したとお りである。
次 に,氏 名が同一年の原資料に複数回あ らわれ る者 について検討 してお こう。表3の ように,
これは料理屋(仕 出料理屋 を含む,以 下 同様)・ 飲食店 を含めて(待 合茶屋営業者 はいない),94
年に実数で184名,95年 には170名 いた。大部分 は2回 あ らわれる者で,3回 の者 も9～10名 い
た。 この うち,資 料 に 「支店」な どと明記 してある ものや,同 一業種 ない し関連業種,同 じ町な
い し近隣町 に所在するものは,同 一人物 による複数店舗営業(ま たは同一店での複数業種営業)





















































注:1)94年 の3店 営業者実数 には,会 社1(内 国通 運会社).
2)複 数 の料理屋 ・飲 食店 ・待合茶屋 を営業 する者はいない.
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とみな してよいであろうが,ま った く無 関連業種でかつ両者の店が離 れた町に所在 し,し か もこ
の地方 に比較的数多い姓 と名 の場合 などは(こ うした事例 もある程度存在 する),た んに同姓 同
名の異人物 による営業 の可能性 もある。後者 の場合,そ れが同一人物か否かは大 きな問題であ り
(同一人物であれば,そ れ 自体興味深 い経営形態 であ る),現 在 の ところこの点 をさらに究明する
手だてがない。いずれにせ よ同一人に よる複数店舗(ま たは複数業種,以 下同様)営 業は経営規
模や経営形態 などに関係する重要な点であるので,以 下 さらに追求する と,料 理屋 ・飲食店 を除
いた(つ まり商業税賦課 のみの)複 数回記載者 は,実 数 で94年121名,95年109名 と約3分 の
2に 減少する。すなわち複数店舗営業者の中で料理屋 ・飲食店 と他業種店 を兼営す る者が非常 に
多かった(複 数の料理屋 ・飲食店 を営業す る者は両年 とも皆無であった)。 また複数店 を同 じ町
にもっていた者 は,料 理屋等 を含める と94年74名,95年70名 であったが,商 業税賦課のみの
者ではそれぞれ15名 ・12名 と大幅に減少す る。つ ま り料理屋 ・飲食店 と商店 を兼営す る商人の
多 くは,そ の複 数の店を同じ町内(ま たは複数業種 を同 じ店)に もち,ま た同 じ町に複数店 を構
える商人の多 くは料理屋 ない し飲食店 と商店 を兼営 していたのである。
この ように同一年 に複数 回記載 された者 の業種 を,全 業種 を23に 分 けた大分類(前 掲拙稿
「金沢市商業の構造」 の22業 種大分類 に 「料理屋 ・飲食店等」を加 えた大分類)で カウン トする
と,最 も頻度の高いのが両年 とも 「料理屋 ・飲食店等」であったが(94年66,95年65),彼 ら
の兼営業種 の大部分 は 「魚」「牛肉」 「八百物」「請酒」 など食料品販売店や旅人宿で,こ れは料
理屋 ・飲食店の関連業種 とい える。94年 の例 では,一 方 で料理屋 ・飲 食店 を営業す る複数 回登
場者66名 の うち,他 方 の業種 は魚 商19名,牛 肉商(卸 売 を含 む)13名,八 百物4名,酒 ・醤
油各3名,牛 乳販売2名(こ れはともに牛 肉商 も営業),豆 腐 ・四十物(乾 物)・ 白米各1名,菓
子2名,旅 人宿3名 であった。牛 肉商(卸 売 を含 む)は 当時金沢市 に21店 しかなかったか ら,
その6割 以上 は料理屋 ・飲食店を兼営 していた ことになる。 これは当時牛 肉を家庭 で食する習慣
が まだ十分定着 していなかった こと(牛 肉は料理屋等で食べる ものだったこと)を 推定 させ る。
しか し奇妙 な業種取 り合 わせ の者 もい る。荒物 と飲食店 を兼営す る(と 推定 される)者 が5名
いるほか,「 上等飲食店」の兼営業種が 「ランプ等」・「石炭油等」・「飼鳥等」であった り,「下等
飲 食店」の兼営業種が 「艦縷等」・「地所建物仲裁」・「質屋等」であ った り,さ らに 「下等飲 食
店」 と 「売薬受売」 な どという者 もいる。表1の 谷広喜一の ように朝 は青物 を商い,午 後は古道
具を商 っていたような例 もあるか ら(3),こ うした組み合わせ もあ り得 ないことではないし,こ こ
にあげた事例 では,荒 物の1名 と,ラ ンプ屋以外 はすべ て同じ町で料理屋 ・飲食店 と他業種 を営
業 していたか ら,同 一人物 による営業 の可能性は きわめて高い。
料理屋 ・飲食店以外で も同 じ町に複 数店 を営業する者(前 述),同 業種 を複数店営業する者 は
ある程度いたが,同 業種の場合は競争 関係 に入 らないように同 じ町に所在す ることは少 な く,た
いてい競争圏外 になる町外 さ らにかな り離れた他の区に支店 を設置 していた(4)。それでも同業種
店 を同 じ町内に設 けていた者 も94年 には4名 いた(表3)。
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表4料 理 屋 ・飲 食 店 兼 営 の 魚 商 ・牛 肉 商 の 等 級(1894年)
(1)魚 商



















計 177 19 2 935
(2)牛 肉商















計 21 13 6 1 6
注:等 級 は,魚 商 ・牛 肉商 の等級.




































計 66 8 26 189 44 4 31 134
複 数回登場者の等級 を検討す ると,全 商業者の等級分布 より全体 として上位 に シフ トしてお
り,複 数店舗営業者は個 々の店舗 も平均 よ り若干規模の大 きい ことが わか る。た とえば94年 の
料理屋 ・飲食店営業者 を兼営す る魚商 ・牛 肉商 を例 に とると(表4),仕 出料理屋18店 の うちの
半数(9店)は 魚商で もあ ったが,他 方9等 以内の上位魚商の3分 の1以 上が仕 出料理屋 を経営
していた。良質で大量 の鮮魚確保のために魚商の兼営が有利であ り,有 力魚商の経営 にとって も
仕出料理屋兼営が有利 だった。牛肉商 も上位等級の者 はたいてい料理屋 ・上等飲食店(こ れ らは
営業税賦課のための行政上の用語であるが,以 下原則 として括弧をつけない)を 兼営 していた と
いえる。逆に魚商 あるいは牛 肉商兼営の料理屋 ・飲食店の等級 をみる と(表5),と くに魚 商兼
営の仕 出料理屋 が上級 に偏 っているこ とが 目立 ち,仕 出料理屋 の1級3名 全 部 と2級10名 中5
名が魚商兼営者 であった。
しかし一方で,商 業税賦課業種 の下位等級の店舗 のみ を複数営業する者 も少 な くなかった。例
えば,中 村仁三郎 なる商人 は,両 年 と も,木 ノ新保二番 丁 と長 町一番丁 に 「炭」「炭 等」 の店
(18等 ・24等)を もち,地 黄煎町に も 「石炭油等」 「石油等」の店(23等)を 構 えていた。各 々
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は小規模 なが ら燃料 関係 の3店 舗 を経営 していた。 また表1の 谷広喜一の父親 と推定 される谷広
善右衛 門は,両 年 とも野町一丁 目に八百物店(17等)を,泉 新 町に古道具店(20等)を 経営 し
ていた。 こうした複数店舗経営者が中堅的商人 とみ なせ るかやは り零細商人だったかは難 しいと
ころであるが,表1の ように谷広喜一は子供の頃 「貧困のため」 自ら行商をし,か つ小学校入学
も遅れた とあるか ら,一 概 に複数店舗経営者が中堅的商人 ともい えない ようである。ついでにい
えば,17等 ～20等 は最 下層 等級 とはい えない ものの,「 寸描立志伝」の記述 では 「零細」 とか
「没落の古着商」(不 島次三郎,19等)と ある。立志伝の叙述 のため 出自を意図的に困難 な階層
としが ちとはいえ,不 島次三郎 も家業 の古着商 を継承 していないこ とな どに注 意する必要があ
る。そ うした点か らみて も,21～25等 の最下層 は行商 ・露天 を含 む著 しく小規模 な営業であ っ
たことがわかる(ひ)。
注
(1)た とえば1等 は,94年52円98銭,95年53円 な ど と,1等 ～12等 は両年 の賦 課額 は僅 少差 で あ
り,13等(1円88銭)～25等(28銭)は 同一額であった。
(2)た とえば,「茂」「初」「清」「光」などの名 は,「 しげ」「はつ」「きよ」「みつ」 とい う女性名である可
能性が高いが,「 しげる」「はじめ」「きよし」「ひかる」 という男性名である可能性 も完全 には排除で き
ないので,「 不明」に分類 してある。
なお,前 掲拙稿 「金沢市商業の構造」発表以降もデータの補正を続行 しているので,性 別商業者数や
業種別商業者数など,前 掲拙稿 と細部で異なる数値 もあるが,前 掲拙稿 の結論に影響はない。
(3)『 北国新聞」(1939年4月12日)「 寸描立志伝」。
(4)区 については,前 掲拙稿 「金沢市商業の構造」22頁 を参照。
(5)こ の資料 に行商 ・露店営業者 も含 まれていることは,前 掲拙稿 「金沢市商 業の構 造」20頁 。ただ
し,95年 に行商 ・露店 と明示 されている者22名 のうち,大 部分の18名 は20～25等 の零細商人であっ
たが,10～18等 も4名 いた。賦課基準 は不 明であるが,業 種 によるのではない。外形標準課税 だか
ら,あ るいは使用人の有無 ・数によるのか もしれない。
なお,同 業種複数店舗営業者の業種は,白 米 ・味噌醤油 ・荒物 ・古道具 ・履物商など多様で,と くに
目立った業種 はなく,ま た同種店舗を4店 以上 もつ経営や店舗をチェーン ・ス トアとすると,こ こでは
まだそれは存在 しなかった。
3廃 業率 ・開業率 ・代替 わ り率
(1)概 要
本稿では,商 業者の開廃業 をその商業者名が両年の資料 にまたが って存在す るか否かで判定す
る。 ところが,資 料の中で とりわけ誤 りが多いのが姓名であ った。た とえば,94年 の 「金野太
四郎」(21等 ・「綿等」 ・木町二番丁)と,95年 の 「金野大四郎」(21等 ・「綿等」 ・木町二番丁)は 同
一人物 とみなすべ きである
。これを訂正せず開廃業率 を算 出する と,当 然それが実際 よ り高 くな
る。 また後述の ように本稿では開廃業率 の高 さを強調す るので,と くにこの種の誤記の訂正が不
可欠になる。そ こで筆者 は,各 町 ごとに両年のデー タを比較 してこうした誤記の有無 を確認する
な ど,可 能な限 りデー タの補正作 業を行 った ω。 このため,こ うした資料の誤記ゆえに開廃業率
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が実際よ り高 く算 出される可能性はほとん どなくなったと考えている。
次に,本 稿で使用する 「開業」「廃業」「代替 わ り」 の意味について説明する。 とくにことわ ら
ない限 り,1894年 の 「廃 業」 とは,94年 の 「交名簿」に記載 されているが,95年 において商業
税のみならず料理屋税 ・飲食店税等の 「交名簿」 にも一切記載 されていない場合 をさす。同様に
95年 の 「開業」 とは,95年 の 「交名簿」 に記載 されているが,94年 に商業税 のみな らず料理屋
税 ・飲食店税等の 「交名簿」 にも一切記載 されていない場合 をさす。ただ し上記の 「廃業」 「開
業」 にあたるケースで も,同 姓異名の者が他方 の年の 「交名簿」 に,同 じ町かつ同業種で,し か
もたいてい同程度の等級 で記載 されている場合,両 者 を 「代替 わ り」 とみな した。94年 「交名
簿」 か ら男性名が消 え,95年 にこの要件 を満 た した女性名 があ らわれ ることが少 な くな く,こ
れ は夫の死亡等 によ り妻が継承 した場合が多 い と考 え られるが,こ れ も 「代 替 わ り」 と判 定 し
た。 したがって,94年 に記載 されたある氏名が95年 の名簿か ら一切消え,95年 に同 じ町で同姓
異名の者 が新規 にあ らわれて も,異 業種であれば 「代替 わ り」ではな く 「廃業」「開業」 と判定
した し,同 姓異名者が同業種で も異 なる町 にあ らわれた場合 は同様 に 「廃業」「開業」 とカウン
トしている。 また同一氏名の者が,95年 に町名が変わった場合,た とえ同時 に業種が変 わって
も開廃業扱 いせず,他 町への店舗移動,営 業は継続 とみな してある(こ の場合,同 姓 同名 の別人
が ある町で廃業 し,他 町 で開業 した可 能性 も残 るが,こ れ を排 除す る手段 が現在 の ところな
い)。 したがっていわば人の連続性 に重点 をおいた廃開業 の判定である②。












































計 5,453 4.74149 6657 12,212.0 0.9



































計 5,286 4.72652 5026 9.69.51.0
注:95年 の 紹 介 人44名.う ち10等43名,23等1名 、10等43名 の う ち継 続2名,94年 飲 食 店1名.23等1名 は継 続.
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満で開廃業 した商業者 は両年 の 「交名簿」 にあ らわれないはずであ る。 この泡沫商人が どの程度
いたか不 明であるが,そ の存在 は実際の開廃業率 を本稿 で示 したそれ よ り高 くさせ る もの であ
る。
さて表6は,94年 の廃業率 と95年 の開業率 を等級別 に示 したものである。いずれ も商業税賦
課対象の業種のみの数値で,た とえば94年 廃業率の表で は,94年 「商業者交名簿」 に記載 され
た者(表 の等級 は94年 のそれ)の うち95年 も 「商業者交名簿」 に記載 された者 が4,741名,代
替 わ りした とみ られる者が49名,95年 「商業者交名簿」 には氏名が消 え るが95年 の飲食店税
等 の 「交名簿」 にあ らわれる者6名,95年 のいずれの 「交名簿」 にもあ らわれ な くなった者が
657名 であった。同様 に95年 開業率の表で は,「 新規 開業」 は94年 の どの 「交名簿」 に もあ ら
われない者 で,「94年 飲 食店等」は94年 「商業者交名簿」にはあ らわれないが,94年 の飲食店
税等 の 「交名簿」 には氏名 が記 載 されて いる者であ る(3)。これ らによる と,94年 の廃 業率 は
12.0%,95年 の 開 業 率 は9.5%程 度 で あ る。 さ ら に 飲 食 店 等 を 含 め る と,そ れ ぞ れ
13.1%,11.4%と なる(表 略)。 これをどう評価すべ きか。
石井淳蔵 の研 究 によれば,戦 後 日本の小売業参入 率 ・廃業率 はこれ よ りかな り低 い。1962年
～91年 の30年 間は
,廃 業率 は2--4%の 問で安定 し,総 平均3.!%で あ った。参 入率 も2%
台後半か ら5.1%の 間にあった。この数字は,ア メ リカ より著 しく低 く,1950年 代 のアメ リカ
小売業 の 「退 出率」(日 本の廃業率に相 当,す なわち譲 渡率 を含む廃 業率,本 稿 の廃業率 もほぼ
こ れ に相 当)は20%前 後 に も達 してい た し,第2次 大 戦 前 の 断片 的 な調 査 で は一 段 と高
く,1890年 代 のルイスビル市では譲渡率 を含 まない廃 業率 だけで10～19%で あった。石井は,
これ らをアメ リカ小売業の 「多産多死」のダイナ ミズムに対する 日本小売業の 「少産少死」の安
定的なダイナ ミズムと特徴づけ,そ の要因 として,日 本 における家族従業制度が重要であった と
い う議i論を展 開している(4)。
金沢市の1894・95年 の 開廃業率 は,明 らか に戦後 日本のそれ よ りか な り高 く,他 方で第2次
大戦前 ・後のアメ リカのそれよ り低 い と解釈で きる。 また1935年 前後 のデー タに よる竹林庄太
郎 の研究 によれば,日 本 の大都市商業の10年 程度の平均寿命(年 平均廃業率10%)よ り金沢市
のそれの方が長い ようである(年 平均廃業率 は低 い)。 また竹林の示 している昭和戦前期の大都
市 のデータは,石 井 の示 してい る戦後小売業の30年 程度の平均寿命 よ りはるか に短い(年 平均
廃業率は高い)(5)。山口由等 は,1926年 ～30年 における東京市郊外5郡 の商業 自営業者 の廃 業率
を13～15%と 算 出 してお り〔s),廃業率水準 はやは りか な り高い。 しか も日本 における本格 的 な
流通革命期は戦後であるか ら,両 大戦 間期商業のこうした平均寿命 の短 さは,流 通革命,チ ェー
ン店 などの発達 によるものではない。全体 として,両 大戦間期 は戦後 よ り小売業 を中心 とする商
業の平均寿命がかな り短い(廃 業率は高い)な かで,近 代 になって急速な発展 をみせ た大都市 ・
新興都市で はな く金沢市のような近世以来の商業を中心 とする旧城下町地方都市 は,相 対的に古
い開業期の商業者割合が高い ことをデータが示 してお り,し たがって商業 の平均寿命 も相対的 に
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は長い(廃 業率は低 い)と 推定 され る。1894・95年 頃の金沢市 について は,前 述 の ように明治
期 に入って人 口減少傾 向を続 け,ま だ衰退の底 に達 してい なかった時期であるか ら(実 際に94
年廃業率 よ り95年 開業率の方が低い),廃 業率は発展期 よ り相対 的に高かった可能性 はあるが,
開業率が平均 よ り高か った とは考 えがたい。 しか しそれで もここでは開業率 も10～11%程 度 と
かな り高いのである。
したがって,わ ずかなデー タか らではあるが,戦 前 ・戦後 を通 じて小売業(な いし中小 商業)
の開廃業率 はアメ リカより日本の方が低 い とい う特徴がみ られ るものの,ア メ リカでは第2次 大
戦前～戦後 において顕著 な廃業率の低下ないし変化がみ られない らしいのに対 し,日 本では戦後
(1960年 代 ～1990年 頃まで)の 開廃業率 に比 して少な くとも明治中期～昭和戦前期 のそれは相当
高かったと想定 され,ラ フにいって明治期～昭和戦後期 に開廃業率 の長期的な低下傾 向が存在 し
た可能性 さえある。
こうした点 は中小商業 に限ったこ とであろ うか。佐藤俊樹 は近年のSSM調 査の分析 に より,
ホワイ トカラー 自営業(以 下,W自 営)が 第2次 大戦後著 しく 「閉鎖化」 した こと(父 親がW
自営の者がW自 営 にな りやす く,父 親が非W自 営の者 はW自 営 にな りに くくなった こと)を
強調 している(オ ッズ比が 明治末出生 の世代か ら戦後 の 「団塊 の世代」 まで一貫 して上昇)。 こ
れは もちろん息子が父親 の 自営業 を継承 したとは限 らないが,佐 藤 は閉鎖化 した理由 を,W自
営には店舗や顧客 とい う有形 ・無形 の資産が重要でそれが参入障壁 とな り,さ らに戦後 は出店規
制な どの政治的保護 を受 けて きたためと理解 している〔7)。す なわち,戦 前期以来次第に商店経営
が安 定化 してゆ き,息 子が父親の店 を継承す ることが多 くなったため と理解 され,こ の点は上記
の ような筆者の推定 をある程度裏付 ける もの となっている。 しか し佐 藤 は,戦 後の 「W自 営」
(自営中小商業)は 上記の ような理 由で安定的だったが,「B自 営」(自 営 中小製造業)は 競争が
激 し く開廃業が多かったとい うイメージを前提 に している。 ところが統計 によれば,少 な くとも
1990年 代前半 までは両者の開廃業率に顕著な差 はないのである(8)。高度成長期か ら1980年 代 の
安定成長期 までは,小 売業 も製造業 もともに安定的ない し持続的な経営がみ られたのである。
また石井淳蔵 は,戦 後 日本 の小売業廃業率がアメ リカのそれ より低 かった要因として,既 述の
ようにアメ リカとは異 なる日本の家族従業 システムを重視 している。 しか し国際比較ではそうし
た点は有効 な説明要因であっても,上 記 のような戦前 日本の商業経営の不安定性 を考 えると,戦
後 日本の高度成長期～安定成長期における小売業の開廃業率の低 さはやは り戦前期 とは異 なった
独 自の要因が大 きく作用 しているもの と思 われる。
なぜ戦後の小売業 を中心 とす る中小商業 は製造業 とともに継続性が高 く,低 い開廃業率(と く
に後者)を 示 しえたのか。 まず佐藤 が戦後 「W自 営」 の安定性 の要 因 としてあ げている出店規
制な ど独 自の政治的保護 につ いては,高 度成長期～安定成長期に商業 とそれが なかった製造業の
開廃業率 に顕著 な差がなかったことが,そ うした政治的保護が実際 はそれほ ど重要だった とはい
えないことを物語 っているであろう。 また佐藤が もう一つの要因 としてあげている,店 舗 ・顧客
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な どの有形 ・無形の資産 とい う参入障壁 については,当 然 なが ら 「B自 営」 も同様 に工場 ・取引
先 とい う参 入障壁があ った。 「W自 営」の顧 客 とい う無形の資産 は,「B自 営」で は主 に戦後 に
ついて指摘 される長期継続的取引が対応する。そ してその基礎 には 「B自 営」の技術水準 があっ
たか ら,こ れ らの障壁が次第 に高 くなっていった ことが容易 に考 えられる。 この ように経済発展
に伴 い生活水 準や技術水準が上昇 した ため,開 業 に必要 な人的 ・資金的経営 資源の水準が,商
業 ・製造業 ともに上昇 した。た とえば近年の開業率低下 につ いて 『中小企業 白書』 は,市 場 の
ニーズの多様化 ・高度化 に伴い,参 入 当初か ら優秀な人材 ・技術力 ・設備 ・資金力等,高 度な経
営資源 を備 えていることが要求 されて きたことをあげているが(9),実 際にはこうした点は広い意
味では きわめて長期的にみ られ た傾向 といえよう。 こうして時代 をさかのぼるほどより広範 にみ
られた兼業 的 ・副業的 ・内職的 ・臨時的な商業(お よび製造業)も 次第に困難 になってゆ き,そ
れ らは開廃業率の低下の要因に もなったはずである。
さらに戦前以来1960年 頃までの中小 商業 は農業 とともに過剰労働力 を吸収す る部門であ った
ため(1Q),そ こでは競争が激化 して とりわけ零細経営 の不安定性,商 業者 の流動性 がみ られ たと
推定 されるのに対 し,高 度成長期～安定成長期にあ らわれた独 自の条件 として,需 要の長期 にわ
たる急速 な増大 がみ られ る中で,1960年 代以降若年層 は成長す る終 身雇用制の中大規模工業部
門な どに吸収 されていったこ とがあ り,こ れがそれまでのような低学歴者が経験 と努力 によ り自
営業主 になる というルー トを消失 させ てゆ くとともに(11),企 業等 の中途退職者 による開業 とい
うルー トも細 らせ,小 規模 自営商業(お よび自営製造業)の 持続性 を高めた。そ してそれによる
廃業率の低下が,廃 業者 による再度の開業→開業率の上昇 とい うサイクルを生 じさせず,オ イル
シ ョックの不況期 にも開廃業率は さしたる変化 をみせ なか った。戦前 においては,1920年 代 の
不況期 に商業部門に過剰労働力が吸収 されて商業人口が増大 していた。そ して1930年 代 の10年
間にはその後半 の重化学工業化 の進展 によ り商業人口 はほ とん ど増加 しなかったが(12),そ れで
もこの時期 のデー タにより竹林庄太郎が中小商業 の短命性,新 陳代謝の活発 さを指摘 した という
ことは(13),過 剰労働 の存在下 に民 間消費成長率が戦後の高度成長期や1930年 代 後半 よ り低 い明
治期 においては中小商業の一層 の不安定性,競 争の激 しさ,高 い開廃業率を推定 させる ものであ
る。 また松本貴典の分析 によれば(14),戦 前 において有業者 の増加分の うち在来産業が吸収 した
部分が大 きいのは,不 況基調の1920年 代～30年 代前半 と並 んで,工 業化 が進展 してお らず近代
産業への労働力 の吸収が進 まない1880年 代後半～1890年 代 であったが,後 者の時期 は,在 来産
業の うち商業 ・サー ビス業が吸収 した部分 はそれほ ど大 きくない。 この ことは1880年 代後半～
1890年 代 には,商 業部 門が過剰労働力 を吸収す る部 門,景 気変動の緩衝装置 といって も,労 働
供給に対 してすでに吸収力の限界 を示 していた ことを推測 させ,し たがって この時期の商業界 と
その周辺には,細 民層 と接続す るような(あ るいは細民層 を含む)零 細 で流動 的な多数の商業者
およびその予備軍たる失業者 ・半失業者があふれていたこ とを窺わせ るものである。そうした流
動的な零細商業者層 とその予備軍 を中心 に頻繁 な開廃業がみ られた と考え られる。
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さて表6に 戻 ってやや微細 な点を含めて検討 してみると,等 級別では開廃業率 ともに下層ほ ど
高い とい う特徴 があ り,最 下層 は と もに16%に も達 してい る。 しか し廃業率 は最上層(1～5
等)が 次の層 よ り若干高い数値 を示 している。ただ し1～5等 層の廃業者10名 の うち米穀仲買商
が4名 いた(そ の他 に も,白 米商1・ 穀類仲買1・ 米俵売1,6～10等 の廃業者27名 中米穀商 は
3名)。1894年5月 頃には米価が高騰 して金沢で は貧民 の困窮が社会 問題化 し,大 手の米穀商 に
買 い占め抑制が要請 されていた し,翌95年6月 に も県内七尾 町で米穀仲買 人に対する打 ち壊 し
が起 きていたか ら,金 沢の有力米穀商退出 もこうした点 と関係があるか もしれない(15)。
さらに表6で は廃業のみならず開業 も中上層で もある程度み られることは,開 業 と経営展 開の
コースが,前 述の ように見習いから努力に よって上昇 し,小 規模 なが ら店舗 を構 えて,さ らに漸
次 に拡大 ・発展 してゆ くとい うルー トだけでな く,廃 業 した他商人の中大店舗 をそのまま継承 し
て新規 に開業す る場合 もあることを示 している。 よ く知 られている大規模店舗 の継承例 をあげれ
ば,こ の時期の ものではないが,尾 張町で寛永期以来営業を継続 して きた森下八左衛 門の菓子業
を1911年 に中宮茂吉(米 穀商)が 継承 した(16)。また 「交名簿」 で中規模店舗 の継承 とみ られる
例 はかな りあるが,1例 をあげれば,94年 「交名簿」 にあ らわれ る四十万谷与右衛 門(10等,
「種油等」,六 斗林二丁 目)は95年 の資料 には消 え,代 わ りに同町で95年 に新規 に小松与吉郎
(11等,「 油」)が 登場 している。 この場合 は業種 も継承 してい るが,む ろん業種が変更 された も
の も少な くない。業種変更の場合 は店の内装 を多少改めることもあっただろ う。
とはいえ等級 ごとの開廃業数が一致せず,ま た この点を町 ごとに検索する と不一致 が一段 と明
瞭になるのであ り,こ れは廃業店舗がただちに他商人に よって継承 され るとは限 らず,し ば らく
空 き店舗 になっていたことが少な くないことを意味 していると思われる。
次 に男女別 開廃業率(表7)を み ると,開 廃業率 ともに女性の方が2倍 前後 も高か った。それ
は等級別にみて も同様 であ り,た んに下位等級 に女性が多 かったこ とを反 映 してい るのではな
い(17)。女性商業者 の廃業率の高 さか らは,女 性が経営 するこ との困難 さとか,女 性商業者 の営
業継続への執着の弱 さない し消極性が導 きだされそ うであるが,開 業率 も同様 に女性の方がかな
り高いことは,女 性 による生活のための積極的な新規参入を も示 している。表1の 事例か らも窺
表7性 別開廃業率
等級
1894年 廃業率(%) 1895年 開業率(%)


























計 11.2(551)19.6(105)8.3(1) 12.0(657) 8.6(405)17.4(9fi)9.1{1) s.5(502}
注:1895年 の紹 介 人 は 除 く.()は 開廃 業 数.
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えるように女性商業者の中に多 くの寡婦 ・独身者が含 まれていることが推定で きるが,そ ればか
りでな くこれ も表1の 事例 にあるように下層社会の夫婦がそれぞれ別の零細商業 に従事 した り,
様 々な事情 により妻のみが商業に従事す ることによって夫や家 を支えた りす ることもきわめて多
かったはずである(18)。
したがって女性商業者の廃業は商業に完全 に失敗 した場合だけで はないであろう。夫の主業の
副業 として,あ るい は夫の代替者 として,家 計補充的にまた臨時に開業す る場合 も多かったとす
れば,そ れは女性の開廃業率 を高めたであろうし,寡 婦に よる開業 ・継承であれば,中 高年齢時
の開業 ・継承が多 くな り,そ れ も商業経営 の寿命 ・余命 を短 くしたであろう。
そ してそれ らの場合 を含めて より一般的に,女 性 による商業経営 の寿命 の短 さ,と くに 「幼児
死亡率」の高 さが指摘 しうると思われる。す なわち,近 年の 日本(お よび欧米諸 国)で は事業所
廃業率は開業後1～2年 といった開業初期に高 く,そ の後次第に低下 してゆ くことが確認 されて
お り,そ の要因 としては,(1)開 業時には知識 ・経験が乏 しく,そ の後次第に知識 ・経験が蓄積
され経営効率性 ・競争力が高 まること,(2)創 業者が経営資源 と事業内容 との不整合 を判断 して
比較的早期 に撤退 を選択すること,(3)開 業時は信用が乏 しく,そ の後次第に認知 され資金調達
が容易 になってい くこと,(4)新 規開業事業所 はいず れの業種で も最小最適規模 以下の割合が高
く,そ れが存続困難の要因 となってい ること,な どが指摘 されている(19)。ここでみ られる女性
商業者 の廃業率の高 さも,こ うした要 因に よる 「幼児死亡率」の高さをある程度示 している と思
われる。すなわち上記の ように開業者 のうち女性 の方が一層生活のための 「窮迫 的開業」 に迫 ら
れ,経 営資源が乏 しいままに開業 した場合が多かったはずである。 とくに女性 の場合 は,男 性 と
異 なって一般に商業者 として身を立てることが若年期 に想定 されてお らず,し たがって子守 ・女
中奉公 には出て も,商 店の見習い ・丁稚奉公な どとして職業教育 を受 けなが ら商業経営のノウハ
ウや開業資金 を蓄積する機会がなかったのである⑳ 。
実際,見 習いな どにより職業訓練 を行 なう必要の少 ない業種(古 着 ・小 問物 ・化粧品 ・荒物 ・
下等飲食店 ・待合茶屋等)で は女性商業者率が高か ったのに対 し,製 造 ・修繕 ・加工 を伴 いそう
した技能養成 を必要 とする業種(豆 腐 ・傘 ・履物等)は 女性商業者率が極端 に低 く(21),し か も
前者の ような経験 ・技能が参入障壁 にな らない業種では高い開廃業率 を示す場合が多 く,そ のた
めに女性 の開廃業率の水準が高 くなっていた面 も強か ったが,他 方で同一業種 で もほとんどの場
合女性の方が高い開廃業率 を示 してお り(後 述),全 体 と して性別 開廃業率の差 は以上の ような
事情 のもとに生 じていた と理解 しうる。
代替 わ り率 については,ほ ぼ上層 ほどそれが高いが,こ れは上層の営業の継続性 の高 さ(下 層
の継続性の低 さ),そ れまでの営業期 間の一定の長 さ(下 層の開業後経過年数の少ない経営の多
さ)を 意味す るもの と思 われる。 また代替 わ り率が1%程 度 とい う低 さ(1世 代 を30年 とすれ
ば,代 替わ り率 は年平均3%程 度 になる)は,こ れ もやは り開廃業率の高 さが影響 してい るで
あろう。さらに代替わ りの うち女性 が継承す る場合 が多 い。す なわち94年 限 りで代替 わ りによ
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り名が消 える者49名 のうち女性 ・性別不明はわずか7名 であったが,95年 に代替わ りで登場す
る52名 の うち女性 ・不明は21名 もあった。 これはい うまで もな く,男 主人が死亡 して(幼 少な
男子ではなく)寡 婦が継承する場合が多かった こと,そ れはまたおそ らく当時の商業者 自身の寿
命の短 さをも反映 しているであろう。
(2)業 種的 ・地域的特徴
次 に業種別の開廃業率(表8)に ついて検討する。 まず一般 に高い開業率 を示 す業種 は高い廃
業率 を示 している。 この業種別 にみ た開業率 と廃業率の強い相関 も,近 年の 日本お よびアメリカ
の事業所 ・企業統計で も検 出される現象 である。 この点 に関する最近の実証研究に よれば,既 存
営業者が無形の資産(こ こではた とえばのれん)に より大 きな利潤 を得 ている場合,利 潤 を求め
て多 くの参入者が現れるが,無 形の障壁 のため廃業 をよぎな くされる。すなわち障壁が参入その
もの より参入の成功 を抑制す る。この ような産業では開廃業率が ともに高 くなる。反対 に障壁が
参入その ものを抑制す る場合や,あ まり障壁が な く利潤 があ ま り見込めない場合 は,開 廃業が と
もに少 な くなるという(む ろん業種成長率 のように開業率 と廃 業率 に反対方向の影響 を与 えた
り,一 方に しか影響 しない要因 も検出されてお り,開 業 と廃業の決定づけるメカニズムは同一 で
はない)X22)。 以下,こ うした研究 を参考 にしつつ具体的に検討 してみ よう。
低開廃業率 の業種 は,牛 馬肉以外 の食料 品(と くに白米 ・八百物 ・味噌 ・茶な ど,た だし米 は
上位等級で は開廃 業率が高い),材 木,石 材,竹 材,質 屋,薬 種(た だ し零細 な売薬業 は高い)
な どであ る。他方,高 開廃業率 の業種 は,料 理屋,飲 食店,待 合茶屋 を先頭 に,衣 料 品,小 間
物a荒 物,書 籍な どがあげられる。
まず米穀取引商はそれな りの規模(資 金力)を 要 し,本 来参入が容易 でないはずであるが(最
近 で も,最 小 最 適規模 が大 きい業種 ほ ど開廃業 率 を ともに押 し下 げ る こ とが指摘 され てい
る(23)),開 廃業率が高かったのは,前 述 のようにこの時期 の特殊 な要因によ りリスクが急激 に増
大 して 「年齢」 の若 くない経営の中で も退 出者が相次 ぎ,そ の欠を埋 める若干の参入者 が現れた
もの と思われ る。
零細 な白米商 ・八 百物商 をは じめ生活必需品,最 寄 品,需 要 や商品の変化 の乏 しい業種 の場
合,総 じて開廃業率は低 く店舗 数も変動が少ない。 この場合は参入障壁 は低 いはず であるが,す
でに一定 の商圏内に十分な数の営業者が存在 してお り,参 入は低利潤 とい うよ りむ しろ損失 しか
もた らさない とい う予想が参入 を抑制 したのであろう。
また薬種(こ れは薬剤調合 を行 なう者 とみなせ る)な ど特別 な資格 ・免許が必要 な者や,質 屋
な どそれな りの資本が必要である場合 は,そ うした障壁が参入 を抑制 し,し たがって廃業 も少 な
くなっていることが低開廃業率 に表れている。
高開廃業率 とい う点では,料 理屋 ・飲食店 ・待合茶屋 の著 しい高 さが注 目され,94年 の上等
飲食店44店 と待合茶屋86店 は4割 が次の年 まで にその業種 を廃業 し,95年 の下等飲食店158
店の うち4割 は前年以降に新規 開業 した ものだった。 こうした飲食店 ・接客業 はいつの時代 も景
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表9性 別業種別開廃業率
1894年 廃業率 1895年 開業率
業 種















米 345 308.7 3s 411.1 327 185.5 36 411.1
八百物 266 22$.3 24 28.3 262 238.8 29 413.8
酒 ・酒 粕 105 1211.4 12 216.7 109 1311.9 11 19.1
菓子 92 1213.0 14 321.4 91 55.5 15 640.0
古 着 ・ポ ロ 197 199.6 69 1014.5 194 178.8 70 1318.6
小間物 ・化粧品 152 2919.1 36 822.2 133 118.3 33 515.2
古物 437 4811.0 32 515.6 432 4410.2 38 718.4
荒物 284 4014.1 59 1525.4 278 3813.7 59 1118.6
薪炭 163 2314.1 21 628.6 147 128.2 17 00.o
紙 96 1212.5 la 330.0 84 5s.o 7 114.3
売薬 65 132a.a 7 00.o 68 1217.6 13 430.8
旅人宿 ・木賃宿 98 1414.3 64 1117.2 87 89.2 68 1217.6
下宿 3 00.0 S 112.5 5 120.0 12 433.3
料理屋(客 間あ り) 36 12.8 30 1653.3 39 717.9 30 1446.7
上等飲食店 27 414.S 17 847.1 24 312.5 13 538.5
下等飲食店喀 間なし) sa 1620.0 54 1935.2 88 2225.0 70 3448.6
待合茶屋 16 850.0 70 2434.3 10 220.0 58 1424.1
注:い ずれかの年 に女性 ・性 別不 明が10名 以上の業種.
況や競争による浮沈が激 しかった とはいえ,凄 ま じいばか りの開廃業率 といわねばな らない。 し
か しこれは上記の既存営業者 の無形の資産が,多 くの参入の成功 を抑制 し,開 廃 業率 を高 めた一
例の ように思われる。ただしこの場合,既 存営業者の多 くは必ず しも高利潤 をあげていたわけで
ないであろうし,し たがって開業後一定年数 を経たのちに廃業 に追い込まれ るもの もあったであ
ろ う。また参入者 の多 くも高い利潤 をね らうとい うよ りも,参 入障壁の低 さと一定利潤の期待 に
より参入したにす ぎなかったであろう。 ともあれ 「交名簿」 の中には現在 もなお存続す る有力 な
老舗料理屋 ・仕出料理屋 が何軒 もあ り,激 しい競争 とい う一言では片づけ られない。
取扱商品が高価 な業種 も開廃業率は高 く,店 舗数の変動が大 きい傾 向があるが,こ れ も一定利
潤 を求めて参入 したが,上 記 と同様な理 由により退出者 も多 くなった もの と解釈 しうる。
次 に女性の業種別開廃業(表9)の 状況 をみると,94年 女性(性 別不明を含む)廃 業者の業種
別内訳 は,多 い順 に待合茶屋24・ 下等飲食店19・ 料理屋16・ 荒物15・ 旅人宿11・ 古着10な ど
とな り,他 方95年 の女性 開業者のそれは,下 等飲食店34・ 待合茶屋14・ 料理屋14・ 古着13・
旅人宿12・ 荒物11な どとなっている。順序は若干異なるものの,女 性の商業者 はこう した業種
を中心 に開廃業 を繰 り返 していた。 これ はむろん女性商業者比率の高い主要業種 とかな り重 な
る(24)。そ して待合茶屋 ・飲食店 な どの ように高い開廃業率業種である場合 も多 く,し か も女性
商業者は一般 に高い開廃業率 を示す小規模 な営業者である場合が多か ったか ら,そ うした場合女







































計 36(3) 30(ls) ssX19) 39(7) 30(14) 69(21)
注:数 字 は業者 数.(




















計 17(4) 1(1) 18(5) 18(4) 0 18(4)
注:(1)と 同 じ.
(3)上 等 飲 食店
等級
1894年 1895年






















計 27(6) 17(9) 44(15) 24(5) 13(5) 37(IO)
注:(1)と 同 じ.
(4)下 等 飲 食 店(店 舗 公 開,客 間 な し)
等級
1894年 1895年








































計 80(22) 54(19) 134(41) sg(27) 70(36) 158(63)
注:(1)と 同 じ.
(5)待 合 茶 屋
「女性」 には性別不 明94年6名}95年7名 を含 む.
等級
1894年 1895年




















計 is(s) 70(25) 86(34) to(2> 58(14) 68(16)
注1(1)と 同 じ.「 女 性 」 に は性 別 不 明94年6名,95年4名 を含 む.
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性 商業者 は,既 存営業者 の無形の資産 とい う障壁,最 小最適規模以下 の小規模性,不 足 す る知
識 ・経験 その他の経営資源の乏 しさに苦 しみ なが ら開廃業 を繰 り返 していった といえる。
そ して同一・業種 における性別開廃業率(表9)を 検討する と,営 業者数の少 ない若干の業種 を
除いてほとんどすべ ての業種で女性の方が高い開廃業率 を示 していた。 さらに同一業種 の同一規
模 における開廃業率状況の具体例 として,料 理屋 ・飲食店 ・待合茶屋 の等級別性別 開廃業者数 を
み ると(表10),料 理屋(客 問付)・ 飲食店(上 等 ・下等)と もに,女 性営業者 の下層性が明瞭
であるが,同 一業種 の同一等級 において もほぼすべて女性 の方が開廃業率が高 いこ とが判 明す
る。 これは もちろん前述 のように営業の副業的性格 とか高年齢女性 による開業 ・継承 といった要
因 も少な くなか ったであろうし,飲 食店な どの ような女性営業者の割合が相対 的に高い業種で も
やは り男性 より女性 の高い 「幼児死亡率」 を,し たが って女性の方が相対 的に十分な経営資源 を
もたず に開業にいたった ことも推定 させ る。ただ し待合茶屋 だけは,94年 廃業率 は男性 が,95
年開業率は女性が高かった。 これ まで女性 の方が高 い開廃 業率を示 した要因は,(女 性 が生来的
に商業者に不適である といった)独 立変数 としての性差ではな く,ま た業種の特性 に帰着 しつ く
表11地 域別開廃業率(飲 食店等を含む)(1)













1 494 4304 6012.1 486 4374 459.3
01.6
2 262 2283 3111.8 242 2223 177.0
X7.6
3 426 3604 6214.6 411 3614 4611.2
03.5
4 231 1942 3515.2 214 1912 219.8 07.4
5 382 3403 3910.2 382 3404 3$9.9 o.o
6 694 57913 10214.7 678 57813 8712.$ 02.3
7 333 2961 3610.8 323 2941 288.7 03.0
S 622 5068 10817.4 597 5048 8514.2
04.0
9 346 2855 5616.2 334 2846 4413.2
X3.5
la 713 fi267 8011.2 711 6237 8111.4
00.3
11 333 2994 309.0 323 2944 257.7 03.0
12 541 4772 6211.5 537 4782 5710.6 00.7
13 424 3652 5713.4 398 3632 338.3 06.1
計 5,gal 4.9855$ 75813.1 5,636 4.96960 sallo.s △2.8
表12地 域別開廃業率(飲 食店等を含む)(2)
区






























計 5,801 4.98558 75813.1 5,636 4.96960 60710.8
△2.8
注:「 中心 区」 は3・6・8・10区.「 周 辺 区」 は そ の他 の 区.表15～16も 同様.
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されるもので もな く,女 性 のおかれた社会的位置お よび家庭内位置に由来する開業条件 の男性 と
の相違 を推定 したが,(芸 妓の売春が公然 の秘密であ った)待 合茶屋 については営業者の性差 自
体 が開廃業率 に影響 している可能性が ある。結局,料 理屋 ・飲食店 の ような(客 の多 くは男性
の)接 客業ではむ しろ女性 「営業者」(=経 営者)の 方が適 してい るとも考 えられ,実 際に小規
模 なそれの営業者女性比率 は高か ったが,開 廃 業率の動向か らみ ると,そ うした業種 において も
待合茶屋 以外 は女性の方が参入 に成功す る割合 は少 なかった と推定 され る。
地域別開廃業率(表11)を みる と,ま ず3区 ・6区 ・8区 ・10区 とい う市内中心部の商業地区
の廃業率が高 いが,他 方 開業率 も概 して高 い。 この4中 心 区 とその他 の周辺 区の開廃業率(表
12)を みる と,開 廃業率 ともに中心 区の方が高 いが,そ の差 は2～3ポ イ ン トにす ぎない。 これ
は,都 市 中心区でも目抜 き通 りの繁華街 のみな らずその裏町 も含 んでいる し,周 辺 区で も主要商
業町 も存在 しているか ら,も ともと大 きな格差 は予想 されず,リ アルな数値 と思われる。そ して
中心 区がやや高い開廃業率 を示す要因 も,前 述 と同様 な事情,す なわち中心 区の既存営業者が無
形の資産 によ り高い利潤 を得ているため,同 様 な利潤 を求 めて多 くの参入者が現れたが,既 存営
業者の無形の障壁 によ り参入が成功 しない場合が多 くな り,他 方周辺区では低い利潤予想 ない し
損失予想のため参入者が多 く現 れず,開 廃業 ともに少な くなる,と い うメカニズムがわずかに働
いていた と推定 される。 もっとも中心 区で も,片 町や中堀川町 ・横安江町などのように,商 業者
数が微増 して町は決 して衰退 していない と思われ るのに,開 廃業率 は平均 よ り高 くない場合 も
あった。 これは,高 利潤が期待で きる町で も廃業者が現れて適当な店が空か ないと参入 もで きな
いためとか,参 入余地があっても高い家賃 ・地代が参入障壁 になっているため といった可能性 も
あ り,一 概 に中心 区の中核 的商業町が高い開廃業率 の町 とはなっていなか った。
一方
,2区 ・4区 ・13区 な ど都市周辺 区の一部では,開 廃業率 の差が少 な くな く商業者 が減少
して地域が衰退 していることがわかる。人 口減少 によ り都市が萎縮 しつつ あった といえ よう。
もっ とも周辺部で も前述のように町別にみる と多様である し,例 外 はあるが街道沿いの町は概 し
て開廃業率 が低 く商業者 もそれほど減少 していない。12区 が周辺部に もかか わ らず衰退 してい
表13町 の規模別開廃業率(飲 食店等を含まない)
町の規模



















60以 上 の 町
30～60の 町






















計 5,453 4,747(6}49 65712.0 5,286 4,732(6)52 5029.5 03 .1
注=「60以 上 の町」はいずれかの年 に商業 者数60以 上の町.
「30～60の 町」はいずれかの年 に商業者数30以 上,い ずれの年 も60未 満 の町。
「30未満 の町」はいずれの年 も商業者数30未 満 の町.
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ないの は,一 見,東 新地(愛 宕遊廓)の 存在 によるところが大 きい とも思 われるが,遊 廓周辺町
の商業者数 な どか らみる と必ず しもそ うともい えず(25),む しろ北国街道沿 いの町 々に よって衰
退の歯止 めが掛 かってい るとみなせ る。この時期は鉄道 開通の直前 であ り(1898年4月 に北 陸
線が金沢 まで開通,同 年11月 に同線金沢 ・高岡間開通),各 街道 ともにその重要性は衰 えてお ら
ず,他 方都市衰退期 には花街 も衰退 したのである。4区 は加 賀藩有力家 臣の武家地が明治期 に
入 って も比較的変化な く維持 された地域の周辺 であ り,ま た市内中心部の商業街 か らやや外れて
いたため廃業率が高 く,衰 退 していった と思われる。
商業者数か らみた町の規模別の開廃業率(表13)を みる と,こ れ も上記の ように中核 的な商
業町で も多様 な開廃業率 を示 していたこともあって顕著 な格差はみ られないが,中 核的な商業町
である商業者数 「60以上 の町」が,商 業者数の減少傾向は最 も微弱 に もかか わ らず,最 大 の廃
業率 を示 し,ま た商業者 「30未満 の町」 とともに開業率が高 くなっていた。 こうした中核 的な
商業町の開廃業率のあ り方,す なわち集客力があるためある程度高い利潤が期待 しうるが開廃業
率 もやや高い点 は,既 述の都市中心区 と同様 なメカニズムが微弱なが ら働 いていたと思 われる。
また表13に よれば,中 層の 「30～60の 町」で商業者数の減少が著 しく,と くにこの層の町の衰
退がみ られ,「60以 上の町」 と 「30未満の 町」では商業者 数の減少 率がやや緩 やかであ るこ と
は,都 市が全体 として衰退す るなかで,消 費者が 日常品購買 は家近 くにあ る店舗 を利用 し(最 寄
品),非 日常品 ・高額品な どの購買 は中核 的商業町で行 う傾向による(買 回品),と 解釈 しうる。
なお代替わ りについては数が少ないが,6区 ・8区 ・10区 で多 くなっていたのは,そ れが 「寿
命」の長い上層商家で多 く,か つそれ ら上層商家が市 内中心部にかな り集中 していたことを反映
している。
注
(1)た んに2年 のデータ比較では,「金野太四郎」 と 「金野大 四郎」のいずれが正 しい姓名か不 明である
が,本 稿ではこの2年 に視野 を限って開廃業を論 じるので,と りあえずいずれかに統一しておけば足 り
る。もっとも他年度資料の参照や複数店営業によって正 しい姓名が判明する場合 もあった。またそもそ
も資料の誤記か否かの判断に迷うケースも若干あったが,多 くの場合,誤 記とみなし開廃業率を下げる
方向で補正した。 さらにこうした補正作業により,我 々のデータベースへのたんなる入力 ミスも発見す
ることができた。
(2)さ らに子細 を加えれば,両 年において町 ・業種 ・等級が同一で異姓同名の者が1名 見いだせた。これ
は養子縁組とみられ,営 業継続扱いに してある。94年 の岡能作 と95年 の越野幸次郎はともに他方の年
にあらわれないが,後 者は資料に 「能作合資会社担当社員」 と注記 してあ り,漆 器商 としての経営は継
続 しているので,営 業継続扱 いにしてある。
(3)な お,「 紹介人」という業 目の者は94年 は1人 もおらず,95年 に商業税賦課業種 として新 たに追加 さ
れたものとみ られ(95年 の 「紹介人」は44名),94年 にも実際は 「紹介人」 を営業 していても,他 の
業種 を兼営 していない限 り95年 に新規 に登場す るので,表6(2)に は44名 の 「紹介人」は除いてあ
る0
また表6の 両年の代替わ り数が一致 しないのは,94年 に営業 していた店 を息子等に譲るとともに,
自らは95年 に新 しい店 を構 えたと解釈 で きるケースがあ るか らである(後 掲表19の 注)。 たとえ
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ば,94年 に末村吉兵衛=は 「17等 ・傘等 ・広坂通」 として記載 されているが,95年 には末村久松(18
等 ・傘等 ・広坂通)が 新 たに記載 される一 方,末 村 吉兵衛 は 「17等 ・傘 ・小立野新町」 となってい
る。この場合,95年 の末村久松 を代替わ りとカウ ン トし,末 村吉兵衛 は営業継続(た んなる店舗移
動)と して扱 った。 こうしたケースが3件 あった。
(4)以 上,石 井淳蔵 『商人家族 と市場社会』(有 斐閣,1996年)第6章 。また近年の中小企業庁編 『中小
企業白書』には,例 年,事 業所 ・企業の業種別 ・規模別などの開廃業をめぐる動向が叙述され,ア メリ
カとの比較 も,た とえば 『平成11年 版中小企業白書』(1999年)212頁 以下に検討されている。なおこ
れ らの戦後 日本の開廃業率はいずれ も2～3年 ごとの調査に基づ き,調 査期の問に開業一廃業 した小売
商は捕捉 されていないか ら,実 際はもう少 し高 くなる。
(5)竹 林庄太郎 『日本中小商業の構造』(有 斐閣,1941年)第2章 第4節 。ただ し同書では,大 都市の商
店データのみならず,167頁 以下に示 してある各地方都市 の開業期別商店データも,各 都市全体を網羅
しているものではな く,ご く一部の主要商業町の数値 にす ぎない。たとえば同書の金沢市の開業期別商
店データ(168頁)は,主 要3商 業町(片 町 ・尾張町 ・横安江 町)の 合計値である(金 沢商工会議所
『金沢市に於ける商店街の調査』1936年 〔『金沢市史」資料編11,近 代1,1999年,386～396頁 〕)。しか
しこの点は,各 都市商業の平均寿命 を推測するうえでかえって都合が よい。
(6)前 掲,山 口 「両大戦間期東京市の商業 自営業者問題」6頁 。
(7)以 上,前 掲,佐 藤俊樹 『不平等社会 日本」28,100頁 および203頁 の表2・4。
(8)た とえば,事 業所ベースであるが,中 小企業庁編 『2003年版 中小企業 白書」(2003年)87頁,第2-
2-7図 を参照。よく知 られているように1990年 代半ば以降,製 造業の開業率は低下 したが,統 計のあ
る高度成長後半期は製造業の開業率は小売業を若干上回るのに対 し,廃 業率 は小売業と同程度に低い。
その間の時期 もどちらかというと製造業の方が小売業 より開廃業率は低い。B自 営がW自 営よりオッ
ズ比が低いということは,親 がB自 営でないB自 営の新規開業者が多かったということであろうか。
(9)中 小企業庁編 『平成3年 版中小企業 白書』(1991年)5--52頁,同 編 『平成4年 版 中小企業 白書」
(1992年)170～175頁 。
(10)こ こで念頭においているのは,日 本において過剰労働が消滅するルイスの転換点は1960年 前後に達せ
られたという南亮進説である(南 「日本の経済発展(第3版)」 東洋経済新報社,2002年,214～216
頁)。
(11)1960年 前後における新規学卒者 の労働市場 の状 況 につ き,加 瀬和俊 『集 団就 職の時代』(青 木書
店,1997年)を 参照。なお,低 学歴者→店員 として修業 ・開業資金蓄積→ 自営業主として独立,と い
うルー トの縮小過程 も長期的なものだったであろう。高い開廃業率を示 していた昭和初期にも,す でに
「小僧の払底」 という店員不足問題が発生 していたのである(前 掲,山 口 「両大戦 間期東京市の商業 自
営業者問題」14頁,注55)。
(12)大 林弘道 「戦後復興期 における中小企業の再編 〔1〕」(神 奈川大学 『商経論叢』30巻3号,1995年)
55～56頁 。原資料は,中 小企業庁編 『中小企業の位置 と問題点』日本経済新聞社,1950年 。
(13)た だ し竹林 の議論が依拠 しているデータは1935年 前後のものであり,不 況から好況に転換する微妙な
時期であった。
(14)前 掲,松 本貴典 「戦前期 日本 における在来産業の全国展開」17頁,表2。
(15)『実録石川県史』(能登印刷出版部,1991年)116・118頁 。なお1895年 の1～5等 開業者3名 の中に も
米穀商は2名 いた。
(16)『北国新聞』(1936年5月10日)「 由緒正 しき森八経営の中宮茂吉氏」。ただ し中宮茂吉は業種変更に
なるので,こ こでいう 「開業」の定義 にあてはまらない。
(17)下 位等級ほど女性商業者比率が高い点は,表2,ま た前掲拙稿 「金沢市商業の構造」34～37頁 。たと
えば,95年 の25等 では女性比率 は27～28%に 達する。
(18)こ れらの点は 「商業者交名簿」からはほとん ど判 明しないが,夫 婦が別に零細商業 を経営 していたこ
とがわかる事例 もあった。94年 「交名簿」によれば,石 坂仁平 ・伴 いさはともに浅野川上川除町でそ
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れそれ 「白米」(20等)・ 「紙」(25等)の 営業を行 っていたが,伴 いさは資料 に 「石坂仁平妻」 と注記
されていた(当 時 とりわけ下層社会では内縁の夫婦が きわめて多かった)。 そ してこの内縁の夫婦の名
はともに95年 「交名簿」か ら消えている。
また横山源之助 「日本之下層社会』が紹介 して著名になった小野太三郎の救貧事業 を支えていた妻小
野セ ンは,94年 ・95年 「交名簿」に古着商(21等)と してあ らわれている(前 掲,拙 稿 「金沢市 明
治中後期の経済構造と行財政」273・283頁)。
なお,近 年の 日本でも女性 による自営業開業率 は男性のそれに比 して数倍の高 さがみ られるとい う推
定がなされている(高 橋徳行 「女性起業家の現状 と経営的特徴」国民生活金融公庫調査部編 『調査季
報』60号,2002年,18頁)。
(19)前 掲 『平成11年 版中小企業白書』227頁,『 中小企業白書2002年 版』(2002年)66頁 以下。 また,三
谷直紀 ・脇坂明編 『マイクロビジネスの経済分析』(東 京大学 出版会,2002年)26～27,32～33頁 など
でも同様の点が指摘 されている。
(20)も っとも男性でも見習い ・丁稚 などの経験 なしに開業する場合は技術的障壁の低い業種 ではある程度
はあっただろう。ちなみに両大戦問期の大都市では,き わめて多数の修業無経験者が開業 していたが
(たとえば東京市品川区などで1934・35年 に開業 した小売業者2千 人のうち半数近 くが無修業者であっ
た。前掲,竹 林 『日本中小商業の構造』155頁),こ れはこの時期の大都市市場の急速な拡大によるも
のだったと考えられる(前 掲,山 口 「両大戦間期東京市の商業 自営業者問題」7・12頁)。
(21)業 種別女性率は,前 掲拙稿 「金沢市商業の構…造」35頁,表11。
(22)前 掲 『平成11年 版中小企業白書』222～223頁,前 掲 『中小企業白書2002年 版』122頁 。
(23)前 掲 『中小企業白書2002年 版』122頁 。なお,「 交名簿」の米商の内訳 と等級 については,前 掲拙稿
「金沢市商業の構造」32頁,表8。
(24)注21と 同 じ。




次に店舗 の移動 と規模 の変動 を,町 の移動 と等級の移動 によって検討 しよう。同一 町内での移
動 は,実 際にはある程度存在す るはずであるが,資 料 か ら判 明しない。




















































































計 165 5,453 3.0 4,741 3.5 163 5,289 3.1 4,729 3.4
注:95年 より94年 移動者が2名 多 いのは,94年2店 舗 ・95年1店 舗 の者 が2名 いるため.
D・Fは,94年 か ら継続 の3名 以外 の紹介人 を除 く.「94年 町移動者(A)」 中,95年 の紹介 人1名(94年19等).




























計 1651fi3 77 88 5,4531.6 86 5,2891.6
注:Dは,94年 か ら継続 の3名 以外 の紹介人 を除 く.
表16町 移動者の移動類型






















注:「 規模拡大 」「規模縮小」 は,2等 級差以上 の変化.
は少 な く,中 下層 とくに中層 に多いのであ り,最 下層が最 も多 いわけではない。そもそ も店舗の
移動 については,近 隣へ の移動 はともか く,遠 方への移動 はそれな りに著名で差別化 された商品
を扱 う商業者 でなければ顧客 という無形の資産 を失 うことになるか ら,か な り好条件の移動先が
必要であ り,そ うでなければ(と くに都市衰退期においては)事 実上経営の行 き詰 ま りが移動の
契機 になっていた場合が多い と推定 される。そ して最下層の商業者の場合,経 営が行 き詰 まる と
移動ではな く廃業を選択せ ざるを得 ないこ とが多かったであろ う。 こう した事情が表14に ある
程度反映 されてい ると思 われる。 もっ とも1年 で約3%の 移動 とい う点か ら推論 して も,ま た
表1を みて も,長 期的には商人の店舗移動はかな り多 いようである。 さらに,店 舗移動 を直接対
象 としたものではないが,小 山隆に よる金沢市の明治中期～昭和 初期 を対象期 とした調査では,
旧武家地ない し士族に比 して商業町や平民の方が住民 の移動性 はかな り低 い とされてい るもの
の,長 期的にみ ると尾張 町の ような有力商家が軒 をつ らね る伝統的商業町で も移動者 は非常 に多
く,1887年 同町の在籍戸数67戸 の うち1931年 に引 き続 き在籍す る戸数は16戸(24%)に す ぎ
ない(1)。そ して近 隣へ の移動 を含めて少なか らぬ店舗の移動(お よび数多い開廃業)が み られ る
とい うことは,店 借の商業者がかな り多いことも示唆 している。
店舗の他 町移動 の具体相 をみると(表15),半 数近 く(77名)は 同一区内す なわち比較 的近い
町へ移動 し,半 数強は他 区に移動 していた。 この区間移動 において,流 出率は中心部 の区が周辺
区よ り高いが,流 入率は中心 区 ・周辺区でほとん ど差が ない。 これはやは り店 の移動 は近隣への

















米 381 9 363 7 6 2.4 1.9 1.6
八百物 290 10 291 11 8 3.4 3.8 2.8
魚鳥 177 6 180 6 6 3.4 3.3 3.4
古着 266 6 264 5 5 2.3 1.9 1.9
小問物 188 5 166 6 5 2.7 3.6 2.7
古物 469 24 470 25 22 5.1 5.3 4.7
荒物 343 12 337 13 10 3.5 3.9 2.9
小計 2,114 72 2,071 73 62 3.4 3.5 2.9






































































計 4.537140 91 lfi3 38 37 4,700 178 128 3.8 2.9
注=1)規 模 の移動 は2等 級差 以上 の変動.す なわち95年 に2等 級 差以上 上昇 した者が 「拡大J,2等 級差以上 下 降 した者
が 「縮小」.
2)上 記 によ り,24・25等 には 「縮小 」者,ま た1・2等 に は 「拡大」 者はい な いので,「C/A」 の 「計」 と 「21～25」
等の算 出には分母 に24・25等 の数 を,ま た 「B/A」 の 「計」の算 出には分母 に1・2等 の数 を除いてあ る.
るが,さ らに区間移動 の方向 とその際の規模移動 を組み合 わせ た類型 によって検討 してみ よう
(表16)(2)。
まず店舗の他町へ の移動 に伴 う規模 の移動 については,拡 大 ・縮小がほぼ同数であ り,後 述の
ように同一町で営業 しなが ら規模移動す る場合は規模拡大の方がはるかに多いのに対 し,他 町へ
の移動が相対 的に積極的な移動 でない場合が多い ことを裏付 けている。中心→周辺,周 辺→ 中心
とい う点では前者の方がやや多 く,か つ中心→周辺では規模 を縮小す る者が多い。他方で周辺→
中心では逆 に規模拡大の方が多 く,攻 勢的に中心部 に進出する者 も若干はみ られるが,経 営 に行
き詰 ま り周辺区へ規模縮小 を伴 う移動=撤 退 をして再起を期するとみ られる者の方が多い。 もっ
とも中心への進 出の場合,業 種 を変えてい ることもあ り,そ の場合 は少なか らぬ リスクを掛 けた
飛躍であ り,従 来の営業の単純な延長 としての成長 ・発展 ばか りではない らしい。
他町への移動 の際,業 種 を変更す るか否 かについては,表17の ように明 らか に変更 していな
い者が135名,移 動者 中83%も いた。 しか も資料 に異 なった業種 が記 されていて も,実 際 は業
種変更 を してい ない可 能性 が あ る者 もい る。た とえば,「 塩等」→ 「味噌等」,「古道具 等」→
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計 747 5.327161 9 /
注:実 人数(代 替 わ りは同一人 とみなす).た だ し,94年2店 舗 で95年2店 舗 の うち1店 舗 のみ
代替わ りのケ ース1,94年1店 舗 で95年 代替 わ りさせ,自 らは他 町で1店 舗 開業 のケース3
があ る.こ れ らは表 に反映 させ てい ない.し たが って95年 の実 人数 は表 よ り4人 多 い.
「陶器等」 とい う場合がそれである。 したが って店舗 を他町 に移動 させ た際,営 業種 も変更 した
者 は実際 はかな り少 なかった ようである。業種 を変更す ることは,そ れ まで蓄積 した営業のノウ
ハ ウとい う無形の資産 を捨て ることに もなるため,店 舗 を移動する以上に大 きな決断を要 したか
らであろう。
業種 を明 らかに変更 しなかった移動者の業種 は,古 道具 ・古物商が最 も多 く(22名),94年 の
同種業者数の5%近 くに上 っていたのに対 し,他 の移動者主要業種 では1～3%に 止 まってい
た。 これ は,古 物が買回品であったのに対 し,他 の移動者主要業種 の商品は最寄品であったため
であろう。す なわち最寄品の場合,消 費者が家近 くの店舗で 日常的に購買す るために顧客の無形
資産 としての価値が高いため商業者 は移動 しに くいのに対 し,買 回品である古物 は日常的に購買
す るものではな く,ま た必ず しも特定の店舗で購買するもので もな く,し たがって古物商に とっ
て顧客の無形資産 とい う性格が相対的 に弱 いために移動 しやすい面があった と思われる(3)。
規模の移動につ いては(表18)(4),全 体 として拡大が多 く,と くに同一町での規模移動で は拡
大が多いのに対 し,町 移動者 の場合 は拡大 ・縮小 は同程度に止 まっている。同一町での規模移動
は同一町内での店舗移動の可能性があ るが,遠 方へ の移動 と異なって顧客 を失 わないことを前提
とした営業の発展 とみ なされ よう。 しか も拡大では11～15等 級の層,縮 小 で も上層 の方が各層
商業者に占める割合が高 く,下 層で はそれぞれは町移動者以上に少 ない。 これは規模の拡大 も最
下層ではそれほ ど容易ではない ことを示 してお り,他 方で規模 の縮小 については,上 層ではそれ
が可能であって も下層では縮小 よりも廃業 をより多 く選択せ ざるをえなかった結果 と思われ る。
これ らは下層では(と くに下層への新規参入時に)最 小最適規模以下の場合が多かったこ とを示
唆 している。
最後 に,複 数 店舗(ま たは複 数業種,以 下 同様)営 業者 の動 態(表19)を 観察 す る。 まず
(A)94年 の複数店営業者が廃業 し95年 「交名簿」か ら氏名が消 えた者 は11名(い ずれ も94年
2店 舗)で,94年 複数店営業者 に対 する率 は6.0%,(B)95年 複数店営 業者 の うち新 規 開業者
は10名(い ずれ も95年2店 舗)で,95年 複数店営業者に対する率は5.9%で あった。2店 舗 を
一挙 に開廃業す るのだか ら当然平均の開廃業率 よ り低いが
,水 準 自体 はそれほど低 くない。 これ
近代日本における地方都市商人層の動態69
は事実上1店 舗 で複数業種 を営業する者 もあ る程度存在 していたこ とを示唆 しているであろう。
また営業継続者の場合 も,店 舗数 の変動率は高 い。94年 複 数店舗で95年 も営業継続 した者173
名の うち,店 舗 数が変動 した者 は49名(28%,大 部分 は2店 舗→1店 舗)お り,95年 複i数店舗
で94年 か らの営業継続者160名 中,店 舗数 が変動 した者 は36名(23%,大 部分 は1店 舗→2店
舗)で あった。
これ らの開廃業率 ・店舗数変動率の高 さの要因は,第1に 開廃業率の高い飲食店 などを兼営 し
ていた者が多 いこと(第2章 参照),第2に 経営 の無経験者 に よる新規開業 より経験者 に よる店
舗増設の方が容易だ として も,業 種や等級 か らみて(見 習 い ・小僧等 は存在 して も)番 頭 などの
経営ス タッフの欠けたほとんど1人 に よる経営が多か った と推測 されるか ら,と くに複数店舗が
離れて立地 していた場合や複数業種が無関連の場合,店 舗 の運営維持 は困難が多かった と思われ
ることであ る。第1の 要 因については,た とえば上記(A)の11名 中8名 が,(B)も10名 中8
名が,飲 食店等 を営業 していた。そ して(A)の8名 の場合 は飲食店以外の営業 は必ず しも最下
層ではなかったが,第2の 要 因も加わって共倒 れしたのであろう。第2の 要因については,飲 食
店や関連業種 の食料 品店,大 衆 品店が多数 を占め,94年 では飲食店等以外 で最上層の1～5等
はわずか11店 しかなかったことだけか らも番頭 など他 の経営 スタッフが いない場合が多か った
こ とが推測 で きる。 また営 業者が会社 名 であ ったのは内 国通運 会社(94年3店 舗 ・95年2店
舗)の みであった。 こうして商業経営の生業的性格の強い この段 階では,営 業者 当店舗数はせい
ぜ い3店 舗 までで,そ れ以上店舗数を増加 させて資本家的 な経営 を拡大 してゆ く営業者 はみ られ
なかったのである。
注
(1)前 掲,小 山隆 「士族の地域的移動傾向に就いて」。
(2)表16に ついて,1等 級の差では規模の違いは小さいので,注 記のように1等 級差の移動 は 「規模不
変」とした。また資料上,た とえば同一人物 で業種 ・等級が 同一で,94年 「上新町」 ・95年 「上野
町」などは町名の誤植の可能性がないとは限らないので,同 表の 「規模不変」の数は実際 より若干多め
かもしれない。 また 「区内移動 ・中心区 ・規模拡大」4は,95年 紹介人1が 含 まれてお り,実 際は94
年も紹介人の営業 を同一町で行っている可能性があり,し たが ってこの数字は3の 可能性 もある・さら
に区間移動の中には,個 別 に検討す ると移動先の近隣の町がたまたま隣区だった場合 もある程度存在す
る。
(3)昭 和初期東京新市域の事例であるが,小 売商開業の際に古道具商を除 くほ とんどの業種では居住地か
ら移転 して開業する割合が高かったのに対 し,古 道具商の場合 は約半数が移転せず 自宅などで開業して
いた(川 野訓志 「小売商の開業 について」横浜市立大学 「経 済と貿易』167号,1994年,5頁)。 これ
はほとんどの業種で立地を選択する必要があったのに対 し,古 道具商は立地の自由度が高かったことを
示 してお り,本 稿のデータと整合的である。
(4)表18に ついて も,同 一町での1等 級の差は実際の規模変更ではな く,た んなる評価替えにす ぎない可
能性があるので(実 際1等 級差の変動 はきわめて多い),注 記のように2等 級差以上の変動を規模変
更としている。
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結 論
以下,本 稿で明 らかになった諸点 を要約 し,若 干の展望 を述べ る。
1894・95年 の金沢市 「交名簿」の分析 により,10%前 後(飲 食店等 を含めれば10%強)と い
う商業者 の高い開廃業率が明 らかになった。近年,日 本 におけ る事 業所の廃 業率が 開業率 を上
回っていることが問題 となっているが,そ れまでは とくに家族従業の中小小売業は安定性 ・継続
性 を特徴 とし,開 廃業率の低 さが指摘 されていた。 しか し本稿 の検討か ら,そ れは 日米比較 とし
ては概ね妥当 して も,1960年 代～80年 代 の高度成長期～安定成長期 に現 れた独 自な条件 の もと
で実現 された特殊な事態にす ぎない と思われる。す なわち人的 ・資金的資源 などの参入障壁が高
くなるとともに,急 速かつ持続 的な需要の増大がみ られる中で若年労働力が終身雇用制の中大工
業部門などへ吸収 されることに よって中小 商業部 門が過剰労働力のプール とい う性格 を喪失 して
いったことがそれを実現 したのであ り,そ うした条件が存在 しなかった戦前期 とくに明治期の都
市商業界は一般に高い開廃業率がみ られた と推定 される。
しか しその場合 もこんにち と同様 に,業 種別にまたある程度地域別に開業率 と廃業率の強い相
関がみられ,そ のメカニズムは現在指摘 されているそれと類似の ものであった と推定 される。
また女性の高い開廃業率が検 出 され,し か もほ とん どすべての業種 において この点 がみ られ
た。 その要因 としては,男 性以上に副業的 ・臨時的な営業が少な くなかったこ ととともに,こ ん
にち各国で検出されている企業年齢が短 く若い事業所 ほど高い廃業率 を示すメカニズムに類似 し
たそれが働いたことが推定できる。すなわち本来商業で身を立てることが想定 されていない多 く
の女性が生活苦のために十分 な経営資源 をもたないままに窮迫 的に開業 し,そ の結果開業後経過
年数の短い うちに多 くが廃業 に追い込まれた と考 え られる。従来,女 性商業者のあ り方 について
の歴史的分析 はほとんどなされていないが,た んに参入業種 に特徴があっただけではな く,男 性
とはかな り異質の参入条件があった ことが こうした数字 に強 く表現 されていると考 える。立志伝
に女性商業者が現れないのは,そ もそ も女性 の成功者が乏 しかった とい う事実が あったのであ
る。
女性の開廃業にみ られるこうした特徴 は金沢 の特異性ではなかろう。おそ らく,少 な くとも日
本全 国に当てはまる事態 と考 えられる。 しか も日清戦時期 ない し明治 中期の特異性 で もなかろ
う。 これ らは相 当長期 にわたって観察 される事態 と思われ(1),女 性 史 ・商業史 ・都市社会史研究
などにおいて今後 さらに究明 されるべ き問題である。
店舗の移動は,近 隣への移動は別 として遠 隔地へ の移動 は顧客 を失 うことにもなるか ら,都 市
中心部への攻勢的 な移動 もみ られるとはいえ,同 時 に経営の行 き詰 まりが契機 となった移動 も多
い点が推定 され,こ れは数量的デー タとも整合的であった。移動者 は中層に多 く,下 層 は経営 に
行 き詰まった場合 は店の移動 より多 くは廃業 を選択 した と思われ る。
規模 の移動 は下降よ り上昇が多いが,最 下層商業者に とって上昇 はなかなか困難であ り,か つ
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下降よ り廃業を選択せ ざるをえない場合が多 かったことが推定 された。 これは下層へ の参入時 に
最小最適規模以下の場合が多かったことを示唆 してい るが,こ の点は こんにちの 日本お よび諸外
国で指摘されていることで もある。
総 じて本稿で行 なった 「交名簿」の数量的分析 は,立 志伝 などで は判明 しない都市衰退期商人
層の様相や階層的 ・業種的 ・地域的 ・性別特徴 な どを明 らかにすることを可能 とし,そ の結果,
中小商業の歴史的特徴 と変化 を解明す る手掛か りが得 られ るとともに,そ の動態 にごんにちの 日
本 のみな らず欧米諸 国とも類似 したメカニズムが働いてい る面 も推定 された。
注
(1)男 性に比して女性が開業に際 して,経 営に必要な知識習得な どに困難 を抱 えている点は,現 在でも指
摘 されていることである。前掲 「中小企業白書2002年 版』82～83頁 。 なお近年の女性開業者の特徴に
ついては,こ のほか,前 掲,三 谷 ・脇坂編 『マイクロビジネスの経済分析』第II部,安 田武彦 「起業後
の成長率 と起業家属性,起 業 タイプと起業動機」(『企業家研究』創刊号,2004年),お よびそこに記 さ
れている参考文献 を参照。
